
三次市パブリック・コメント手続条例の解説 

 

 （目的） 

第１条 この条例は，パブリック・コメント手続に関して必要な事項を定めるこ

とにより，政策形成段階での市民参加の機会を確保し，市政への関心を高める

とともに，市民に対する説明責任を果たすことで市政運営の公平性及び透明性

の向上を図り，もって市民との協働のまちづくりを推進することを目的とする。 

【解説】 

１ この制度は，市の重要な施策等の政策形成過程を市民等に公開することにより，「市民

参加の機会を確保」し市民の市政への関心を高め，市民への説明責任を果たすことで「市

政運営の公平性及び透明性の向上」を図るものです。これにより，市民との協働のまちづ

くりを推進していきます。「三次市まち・ゆめ基本条例」においても，市民が市政へ参加

する権利を明確に規定しており，市民参画を推進する手段の一つとして位置づけられます。 

２ 従来においても，各担当部署の判断によりこの手続と同様な手法を用いた例はあります

が，この条例により市の統一ルールとして制度化するものです。 

３ この制度は，施策等の内容をより良いものとするために，広く市民等からの意見を募集

し，意思決定を行うための参考とするものであり，賛成・反対の多寡により意思決定の方

向性を判断するものではありません。 

 

 

※三次市まち・ゆめ基本条例第１２条  

市民は，市の考える方針や事業の計画を立てるところから，実施，評価の各段階において参加する権

利をもちます。 

 

 （定義） 

第２条 この条例において「パブリック・コメント手続」とは，市の基本的な施

策等の策定に当たり，施策等の趣旨，目的，内容等必要な事項を広く公表し，

市民等から意見及び情報（以下「意見等」という。）を求め，提出された意見

等を考慮して意思決定を行うとともに，意見等に対する市の考え方を公表する

一連の手続をいう。 

２ この条例において「実施機関」とは，市長その他の執行機関をいう。 

３ この条例において「市民等」とは，次に掲げるものをいう。 

⑴ 市内に住所を有する者 

⑵ 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

⑶ 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

⑷ 市内に存する学校に在学する者 

⑸ パブリック・コメント手続に係る事案に利害関係を有するもの 

【解説】 

１ この制度の名称を，国では「意見公募手続」と表現していますが，マスコミ報道や他の

自治体での使用により一般的な用語として認知されてきている呼称「パブリック・コメン

ト」を制度の名称に用いるものです。 



２ この制度を市政全般に適用させるため，市の機関すべて（市長，教育委員会，選挙管理

委員会，監査委員，農業委員会，水道事業管理者，病院事業管理者，公平委員会及び固定

資産評価審査委員会）をこの制度の「実施機関」に位置付けます。なお，議決機関である

議会は，この制度の対象外とします。 

３ 本市に在住･在勤･在学する者（事業所を含む）や利害関係を有する者を「市民等」に位

置付けます。なお，第２項に規定する「市民等」以外からこの制度に基づく意見提出があ

った場合も，多様な意見を意思決定に反映させるため，市民等からの意見と同様に扱いま

す。 

 

 （対象） 

第３条 パブリック・コメント手続の対象となる施策等（以下「施策等」という。）

は，次に掲げるものとする。 

⑴ 市の基本的政策を定める計画，個別行政分野における施策の基本方針その

他基本的な事項を定める計画の策定又は改廃 

⑵ 次に掲げる条例の制定又は改廃に係る案の策定 

ア 市の基本的な制度を定める条例 

イ 市民等に義務を課し，又は権利を制限する条例（市税の賦課徴収並びに

分担金，負担金，使用料及び手数料の徴収に関するものを除く。） 

⑶ 市の基本的な方向性を定める憲章及び宣言の制定又は改廃 

⑷ 前３号に掲げるもののほか，実施機関が特に必要と認めるもの 

【解説】 

１ 具体的な案件が，この条例の対象であるか否かは，意思表示を行う実施機関が，この条

例の趣旨に基づいて判断し，また，その判断について説明責任を負います。 

２ 「市の基本的政策を定める計画」とは，市の将来的な施策展開の基本方針や方向性を定

める計画のことをいい，「三次市総合計画」や「三次市男女共同参画推進計画」などがあ

ります。 

３ 「市の基本的な制度を定める条例」とは，市政全般についての理念や，基本方針などを

定める条例のことをいい，「三次市情報公開条例」や「三次市行政手続条例」などがあり

ます。ただし，「行政組織条例」や「職員の給与に関する条例」など，行政内部のみに適

用されるものは対象外とします。 

４ 「市民等に義務を課し，又は権利制限する条例」とは，広く市民等に適用される規制を

定める地方自治法第１４条第２項に基づく条例のことをいい，「三次市ポイ捨て等禁止条

例」，「三次市かいてき環境保全条例」などがあります。 

５ 金銭徴収に関するものは，地方自治法第７４条第１項により直接請求から除外されてい

ること，また，財政に与える影響の十分な検討がないまま金銭を徴収することの賛否を表

明する意見が集中すると考えられることから，対象外とします。 
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※地方自治法第１４条第２項 

  普通地方公共団体は，義務を課し，又は権利を制限するには，法令に特別の定めがある場合を除く

か，条例によらなければならない。 

※地方自治法第７４条第１項 

 普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者は，政令の定めるところにより，その総

の５０分の１以上の者の連署をもって，その代表者から，普通地方公共団体の長に対し，条例（地方

の賦課徴収並びに分担金，使用料及び手数料の徴収に関するものを除く。）の制定又は改廃の請求を

ることができる。 
 



 （適用除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず，実施機関は，次に掲げる各号のいずれかに該

当する場合は，パブリック・コメント手続を適用しない。 

⑴ 緊急を要する又は軽微な変更であると認められる場合 

⑵ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定に基づき議

会提出される場合 

⑶ 法令，条例，規則，その他の規程により，同様な意見聴取手続が定められ

ており，当該手続に従って策定を行う場合 

⑷ 実施機関の裁量の余地が少ないと認められる場合 

【解説】 

１ 「緊急を要する」とは，パブリック・コメント手続に要する時間の経過により，その効

果が失われてしまうなどの理由でパブリック・コメント手続を経る余裕がない場合をいい

ます。なお，単に事務手続きが遅れたことなどを理由にパブリック・コメント手続を行わ

ないことは認められません。 

２ 「軽微な変更」とは，一部表現変更を行うなど，大幅な変更や基本的事項の改定を伴わ

ない場合をいいます。 

３ 「同様な意見聴取手続が定められており，当該手続に従って策定を行う場合」とは，法

令等により公聴会の開催等が義務付けられている場合をいいます。この場合，パブリッ

ク・コメント手続を実施した場合と同様な効果が得られるよう努めなければなりません。

なお，実施機関の裁量により公聴会を開催する場合は，法令等の規定により開催するもの

ではないため，パブリック・コメント手続を経る必要があります。 

４ 「実施機関の裁量の余地が少ないと認められる場合」とは，上位法令や国，県の計画に

その内容が詳細に規定されており，その規定に沿った決定をしている場合をいいます。 

 

 （施策等の案の公表等） 

第５条 実施機関は，施策等の策定をしようとするときは，当該施策等の策定の

意思決定前に相当の期間を設けて，施策等の案を公表しなければならない。 

２ 実施機関は，前項の規定により施策等の案を公表するときは，併せて次に掲

げる資料を公表するものとする。 

⑴ 施策等の案を作成した趣旨，目的及び背景 

⑵ 施策等の案を立案する際に整理した実施機関の考え方 

⑶ 市民等が施策等の案を理解するために必要な関連資料 

３ 前２項の規定による公表は，実施機関が指定する場所での閲覧及び配布，市

のホームページへの掲載等の方法により行い，併せて意見等の提出先，提出方

法，提出期限及び意見等の提出に必要な事項を明示するものとする。 

【解説】 

１ 実施機関は，施策等の案がまとまり，その案について意思決定を行う前に施策等の案を

公表します。 

２ 公表する内容は，市民等にとって分かりやすく，正確かつ十分な情報となるよう，施策

等の案のほか，作成した趣旨や背景，実施機関の考え方なども公表します。必要に応じて，



当該政策等を理解するために必要な関連資料も添付します。 

３ 施策等の案の公表は，担当部署での閲覧及び配布，ホームページ等へ掲載することによ

り行います。また，パブリック・コメント手続の実施を広く市民等に周知するため，広報

紙やケーブルテレビの活用，さらには報道機関への資料提供を行うなど，あらゆる方法を

活用します。 

４ 施策等の案を公表する場合は，意見等の提出先や提出方法，担当部署などを明らかにし，

市民等が容易に手続を行えるようにします。 

 

 （意見等の提出） 

第６条 実施機関は，施策等の案の公表の日から２０日以上の期間を設けて，市

民等から意見等の提出を受けなければならない。ただし，やむを得ない理由が

あるときは，その理由を明示した上で２０日を下回る期間を定めることができ

る。 

２ 前項に規定する意見等の提出方法は，次に掲げるとおりとする。 

⑴ 実施機関が指定する場所への書面の持参 

⑵ 郵便 

⑶ ファクシミリ 

⑷ 電子メール 

⑸ 前各号に掲げるもののほか，実施機関が認める方法 

３ 意見等を提出しようとする市民等は，住所，氏名及び連絡先を明らかにしな

ければならない。 

【解説】 

１ 意見等の提出期間は，市民等が当該案を十分に考慮する時間を確保するため，また，円

滑な行政運営を行うため原則２０日以上とし，当該案の重要度や市民等への周知期間を考

慮して実施機関が決定します。 

２ 意見等の提出は，文書または電子的記録によるものとし，電話等による聞き取りは行い

ません。ただし，高齢や障害を持つなどの理由により，書面での提出が困難であると実施

機関が判断する場合は，別の方法により提出を受けるものとします。 

３ 提出する意見等に責任をもっていただくため，また，意見内容の確認を行う場合に備え

て，意見等を提出する場合は氏名等を記入していただきます。なお，記入していただいた

個人情報は本手続の目的以外に使用することのないよう適正に管理し，公開もしません。 

 

 

 

 

 

 

 



 （意見等の考慮等） 

第７条 実施機関は，施策等を策定する場合には，提出された意見等を考慮して

意思決定を行うものとする。 

２ 実施機関は，施策等の策定について最終的な意思決定を行ったときは，次に

掲げる事項を公表しなければならない。 

⑴ 提出された意見等 

⑵ 提出された意見等に対する実施機関の考え方 

⑶ 施策等の案を修正して意思決定をしたときは，当該修正の内容 

３ 第５条第３項の規定は，前項の規定による公表の方法について準用する。 

４ 提出された意見等が，三次市情報公開条例（平成１８年三次市条例第７号）

に規定する不開示情報に当たるときは，その全部又は一部を公表しない。 

【解説】 

１ 実施機関は，提出された意見等を十分に考慮して最終的な意思決定を行いますが，提出

された意見は必ず採用するということではありません。 

２ 実施機関は，最終的な意思決定を行うにあたり，提出された意見等や，提出された意見

等に対する実施機関の考え方，提出された意見等に基づいて施策等の案を修正した場合は

その修正内容を公表します。 

３ 類似した意見等が多数あった場合，事務の効率性を確保するためその内容を大きく変え

ない範囲で整理又は要約して公表します。 

４ 意見等の公表は，担当部署での閲覧や市のホームページへの掲載などにより行います。

なお，意見等に対する個別の回答は行いません。 

５ パブリック・コメント手続を実施した案件と直接関係のない意見等については，提出さ

れた意見として取り扱いません。 

 

 （パブリック・コメント手続の特例） 

第８条 地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき設置する審議会その他

の附属機関及び実施機関が設置するこれに準ずる機関が，この条例に準じた手

続を経て策定した報告，答申等に基づき施策等の策定を行うときは，パブリッ

ク・コメント手続を行わないで施策等の策定の意思決定をすることができる。 

【解説】 

附属機関等がこの条例に準じた手続を経て答申を策定し，市がその答申等を受けて意思決

定を行う場合，同様の案について本手続を繰り返すことは費用対効果や効率性の観点から好

ましくないため適用除外とします。 

 

 

 

※地方自治法第１３８条の４第３項 

普通地方公共団体は，法律又は条例の定めるところにより，執行機関の附属機関として自治紛争処理

委員，審査会，審議会，調査会その他の調停，審査，諮問又は調査のための機関を置くことができる。

ただし，政令で定める執行機関については，この限りではない。 

 

 



 （実施状況の公表） 

第９条 市長は，パブリック・コメント手続を行っている案件の実施状況を取り

まとめ，一覧表を作成し，市のホームページ等で公表するものとする。 

【解説】 

１ 各パブリック・コメント手続の実施案件や実施状況を一覧にして市のホームページなど

で公表することにより，市民等がいつどこでどのような案件についてパブリック・コメン

ト手続を行っているか確認することができるようにします。 

２ 案件の一覧表には，案件名，公表日，意見の提出期限，施策等の案の入手方法，問い合

わせ先等を明記します。 

 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか，パブリック・コメント手続の実施に関

し必要な事項は，別に定める。 

【解説】 

この条例のほか，制度の実施について必要な事項があれば，別に定めます。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成１９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行時，既に立案の途中にある施策等については，可能な限りこ

の条例に準じた手続を実施するよう努めるものとする。 

【解説】 

この条例は，平成１９年４月１日から施行します。平成１９年４月１日現在で既に立案中

の施策等であっても，可能な限り本手続を経るものとします。 

 


